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前
田
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之
助
君
提
出
引
揚
邦
人
の
在
外
財
産
補
償
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。 

内
閣
衆
質
第
二
一
号 

昭
和
二
十
五
年
二
月
十
七
日 

衆

議

院

議

長 

幣 
原 
喜 
重 

郞 

殿 

内
閣
総
理
大
臣 

吉 

田 
 

茂 

一 

 



一 

1 
日
本
在
外
財
産
の
処
理
に
関
し
て
は
、
一
九
四
五
年
九
月
二
十
二
日
の
米
国
政
府
発
表
に
よ
る
「
降
服
後
初
期
の

対
日
方
針
」
に
よ
つ
て
初
め
て
明
ら
か
に
さ
れ
た
。
即
ち
日
本
の
保
持
す
る
領
域
外
に
在
る
日
本
財
産
を
関
係
連
合

当
局
の
決
定
に
従
い
引
渡
す
こ
と
、
更
に
日
本
の
在
外
資
産
及
び
降
伏
條
件
に
よ
り
、
日
本
よ
り
分
離
せ
し
め
ら
れ

た
る
地
域
に
あ
る
日
本
の
資
産
は
、
全
部
な
い
し
一
部
皇
室
及
び
政
府
の
所
有
に
属
す
る
も
の
を
含
め
て
占
領
軍
当

局
の
決
定
に
よ
る
処
分
に
委
ね
ら
る
べ
し
、
と
規
定
し
、
在
外
資
産
の
賠
償
充
当
の
方
針
を
明
ら
か
に
し
て
い
る
。 

次
い
で
、
一
九
四
七
年
六
月
十
九
日
の
極
東
委
員
会
の
政
策
決
定
「
降
伏
後
の
対
日
基
本
政
策
」
に
お
い
て
、
日
本

の
在
外
資
産
に
つ
い
て
は
、
今
後
関
係
諸
政
府
の
見
解
に
よ
つ
て
取
扱
い
が
決
定
さ
れ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。 

衆
議
院
議
員
前
田
榮
之
助
君
提
出
引
揚
邦
人
の
在
外
財
産
補
償
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書 

叙
上
の
通
り
、
日
本
の
在
外
財
産
の
処
理
は
連
合
国
側
の
方
針
に
か
か
つ
て
い
る
の
で
あ
る
が
、
各
連
合
国
側
に

よ
る
日
本
在
外
財
産
に
対
す
る
そ
れ
ぞ
れ
の
評
価
額
及
び
こ
れ
ら
を
賠
償
要
求
額
中
に
繰
入
れ
ら
れ
る
か
否
か
と
い

う
問
題
並
び
に
賠
償
要
求
額
が
正
式
に
決
定
し
て
い
な
い
現
在
、
在
外
財
産
の
所
有
者
に
対
す
る
補
償
を
い
か
に
す 

三 

 



4 

在
外
公
館
等
の
借
入
金
に
つ
い
て
は
、
昭
和
二
十
四
年
六
月
一
日
法
律
第
一
七
三
号
「
在
外
公
館
等
借
入
金
整
理

準
備
審
査
会
法
」
及
び
右
関
係
の
政
令
第
三
九
一
号
が
昭
和
二
十
四
年
十
二
月
二
十
日
施
行
さ
れ
、
在
外
公
館
、
邦 

3 

冒
頭
に
申
し
上
げ
た
通
り
、
現
在
そ
の
段
階
に
至
つ
て
い
な
い
。 

2 

在
外
財
産
の
為
替
換
算
率
及
び
評
価
額
の
問
題
は
重
大
な
問
題
な
の
で
、
目
下
関
係
省
連
絡
の
も
と
に
研
究
を
進

め
て
い
る
。 

在
外
財
産
の
調
査
に
関
し
て
は
、
昭
和
二
十
一
年
九
月
外
務
、
大
蔵
両
省
共
同
に
て
「
在
外
財
産
調
査
会
」
を
設
置

し
、
満
洲
外
各
地
域
別
に
九
部
会
を
設
け
、
そ
れ
ぞ
れ
学
識
経
験
者
に
調
査
を
委
嘱
し
、
昭
和
二
十
年
十
一
月
大
蔵

省
令
第
九
十
五
号
に
基
き
、
在
外
財
産
報
告
書
及
び
在
外
公
館
か
ら
の
持
帰
り
資
料
等
を
も
と
と
し
て
調
査
を
進
め

て
来
た
が
、
昭
和
二
十
四
年
一
月
調
査
を
完
了
し
た
の
で
、
同
調
査
会
を
解
散
し
た
。 

べ
き
か
と
い
う
こ
と
に
つ
い
て
は
、
具
体
的
な
決
定
を
な
す
べ
き
段
階
と
至
つ
て
い
な
い
。 

な
お
同
調
査
会
の
調
査
の
結
果
は
ま
だ
公
表
す
る
時
期
に
至
つ
て
い
な
い
。 

四 

 



 

五 

人
自
治
団
体
若
し
く
は
こ
れ
に
準
ず
る
団
体
が
、
引
揚
費
、
救
済
費
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
経
費
に
充
て
る
た 

め
、
国
が
後
日
返
済
す
る
と
い
う
條
件
の
も
と
に
在
留
邦
人
か
ら
借
り
入
れ
た
資
金
を
、
法
律
の
定
め
る
と
こ
ろ
に

従
い
、
且
つ
、
予
算
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
将
来
返
済
す
べ
き
国
の
債
務
と
し
て
確
認
す
る
こ
と
と
な
つ
た
。 

借
入
金
の
確
認
を
請
求
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
住
所
又
は
居
所
の
市
町
村
長
及
び
都
道
府
県
知
事
を
経
由
し
て
、

外
務
大
臣
に
借
入
金
確
認
請
求
書
（
正
副
二
通
）
を
提
出
す
る
こ
と
と
な
る
。 

す
で
に
全
国
か
ら
確
認
請
求
書
が
逐
次
外
務
省
に
送
付
せ
ら
れ
つ
つ
あ
り
目
下
在
外
公
館
等
借
入
金
整
理
審
査
会

に
お
い
て
右
審
査
中
で
あ
る
。 

二 

上
述
の
事
情
か
ら
し
て
、
現
在
宣
明
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。 

三 

在
外
財
産
の
補
償
等
に
関
し
て
は
、

和
條
約
に
お
け
る
先
例
に
つ
い
て
、
鋭
意
調
査
中
で
あ
る
。 

右
答
弁
す
る
。 
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